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平 成 30 年 度
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議案第１８号 

 

平成３０年度白石町一般会計予算 

 

 平成３０年度白石町の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，９８８，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（継続費） 

第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表 

債務負担行為」による。 
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（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率  

及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，０００，０００千円と定め

る。 

 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）  各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成３０年３月６日提出 

 

白石町長 田 島  健 一    
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千円 千円

年　割　額

　水産生産基盤整備事業
 （住ノ江漁港）

平成３１年度

平成３２年度

平成３３年度

第２表　継続費　  

款 項 事　業　名　 総　　　額 年　　　度

350,000

530,000

430,000

90,000

　６．農林水産業費 　３．水産業費
1,500,000

平成３０年度 100,000

平成３４年度
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事　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

中小企業者に対する設備資金利子補給金 平成３１年度から平成３３年度まで 当該条例で定めた額

第３表　債務負担行為
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過 疎 対 策 事 業 280,000 　１　普通貸借証書
　　又は証券借入

　２　政府銀行金融
　　機関等から借入

　　　　　５．０％以内
　ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、町財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しく
は繰上償還又は低利に借換えする
ことができる。

臨 時 財 政 対 策 債 340,000

合 併 特 例 事 業 955,000

第４表　地方債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法
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一　　般　　会　　計

予 算 に 関 す る 説 明 書
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１．特別職

寒 冷 地 そ の 他

（人） 手 当 の 手 当

 長 等 3 23,328 7,378 7,124 37,830 6,556 44,386

議 員 16 50,448 15,956 66,404 19,362 85,766
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,893 113,929 113,929 113,929

計 1,912 164,377 23,328 23,334 7,124 218,163 25,918 244,081

長 等 3 23,328 7,266 7,124 37,718 6,240 43,958

議 員 16 50,448 15,714 66,162 20,111 86,273
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,745 111,156 111,156 111,156

計 1,764 161,604 23,328 22,980 7,124 215,036 26,351 241,387

長 等 112 112 316 428

議 員 242 242 △ 749 △ 507

そ の 他 の
特 別 職

148 2,773 2,773 2,773

計 148 2,773 354 3,127 △ 433 2,694

（備考　長等及びその他の特別職の期末手当年間支給率3.3月分）

（単位：千円）

報 酬 給 料
共 済 費 合 計 備 考

本 年 度

前 年 度

比 較

給与費明細書

給 与 費

区 分
期末手当 地域手当 計

職 員 数



２．一般職

（１） 総   括

職 員 数

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 260 1,046,700 827,193 1,873,893 357,922 2,231,815

前 年 度 260 1,036,639 799,842 1,836,481 322,670 2,159,151

比 較 0 10,061 27,351 37,412 35,252 72,664

本 年 度 11,093 34,440 0 7,767 10,347 18,000 249,281 172,266 57,497 0 265,950 552

前 年 度 10,820 31,092 0 8,547 9,270 17,010 247,423 161,677 48,680 0 264,795 528

比 較 273 3,348 0 △ 780 1,077 990 1,858 10,589 8,817 0 1,155 24

職員手当
の 内 訳

期 末 手 当

区 分

地 域 手 当区 分

（単位：千円）

住 居 手 当 児 童 手 当

合 計共 済 費

（単位：千円）

備 考

通 勤 手 当 退職手当勤勉手当
管理職員
特別勤務

手当

管 理 職
手 当

給 与 費

宿日直
手当

時間外
勤務手当

扶 養 手 当

-185-



-186-

区 分 増 減 額

職員数増減に伴う増減分 △ 9,155

その他の増減分 3,533

昇給に伴う増減分 10,247

職員数増減に伴う増減分 △ 10,566

選挙時間外勤務手当等の増減分 9,637

その他の増減分 6,963

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分11,070

説 明 備 考

△ 5,622

増 減 事 由 別 内 訳

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

15,683

16,281

11,070

15,683

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

職員手当 27,351

（単位：千円）(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

給 料 10,061

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア.　職員一人当たり給与

　

高 校 卒

大学卒

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職

30年1月1日現在

平均給料月額(円） 336,507 310,444

平均給与月額(円） 370,601 332,229

平均年齢 （歳） 44歳8月 50歳0月

29年1月1日現在

平均給料月額(円） 338,691 306,978

平均給与月額(円） 373,536 328,724

平均年齢 （歳） 44歳9月 49歳0月

イ.　初任給

区 分 行 政 職 （ 円 ） 技能労務職（円）
国 の 制 度

行 政 職 （ 円 ） 技能労務職（円）

147,100 144,500 147,100 144,500

169,000 166,300 179,200
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ウ.　等級別職員数　

(等級別の標準的な職務内容）

技 能 労 務 職

六　級

一 般 行 政 職 主事 主事 係長・主任 係長・主査 課長・専門監・課長補佐 課長・専門監

区 分 　　一　級 二　級 　三　級 　　四　級　 五　級

計 247 100.0 計 9

２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

100.0

１ 級 27 10.9

２ 級 10 4.1

３ 級 49 19.8 １ 級

66.7
５ 級 18 7.3 ３ 級 3 33.3

６ 級 8 3.2 ４ 級 6

４ 級 135 54.7 ２ 級

計 249 100.0 計 9 100.0

１ 級 31 12.5

２ 級 16 6.4

３ 級 40 16.1 １ 級

77.8
５ 級 19 7.6 ３ 級 2 22.2

３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

６ 級 7 2.8 ４ 級 7

４ 級 136 54.6 ２ 級

区 分
行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）



エ.　昇給
　 　　

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 97.7 97.6 100.0

3号給 (人) 12 12

1号給 (人)

8号給 (人)

4号給 (人) 188 179 9

9

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ） 250 241 9
前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 ) 256 247

号給数別内訳

2号給 (人) 50 50

6号給 (人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ）

区 分

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 )

8号給 (人)

1号給 (人)

97.3

4号給 (人)

6号給 (人)

3号給 (人)

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

号給数別内訳

50

189

2号給 (人)

258 249 9

合 計
職 種

12

251 9

1

行 政 職 技 能 労 務 職

242

49

8181

100.0

12

97.2
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オ.　期末手当・勤勉手当

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ.　その他の手当

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容国の制度との異同

同

区 分

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職
特 例 措 置
（2～20％加算）

支 給 率 等

24.59

34.58

特 例 措 置

49.59

区 分
２０年勤続の者

(月分）

25.56

２５年勤続の者 最 高 限 度

（3～45％加算）
33.27 47.74 47.74

49.59

定年前早期退職

支給率計(月分）

(月分）
３５年勤続の者

(月分）

2.275

備 考
(月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

有

区 分
１ ２ 月 ( 月 分 ）

4.300

支 給 期 別 支 給 率

2.275

2.2252.075

６ 月 （ 月 分 ）

前 年 度

国 の 制 度

2.125 4.400本 年 度

4.4002.125

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

有

有
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国　県
支出金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

平成
２９年度

３０年度 924,900 145,720 740,000 30,000 9,180 924,900 924,900 100.0

計 924,900 145,720 740,000 30,000 9,180 0 0 924,900 924,900 0 100.0

２．総務
費 １．総務

管理費 道の駅施設
整備事業

継続費の
総額に対
する進捗
率

年度 年割額

左の財源内訳
特定財源

一般財源

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全　　　　　　体　　　　　　計　　　　　　画

前々年度
末までの支
出額

前年度末ま
での支出
（見込）額

当該年度
支出予定
額

当該年度
末までの支
出予定額

翌年度以
降支出予
定額
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

1
農業経営基盤強化資金利子
補給金

融資平均残高の
0.5%以内

Ｈ16～29 11,268 Ｈ30～47 1,505 752 753

2
土地改良事業借入金償還補
助

償還金の20/100
相当額

Ｈ16～29 877,083 Ｈ30～33 8,902 8,902 0

3
中小企業者に対する設備資
金利子補給金

当該条例で定め
た額

Ｈ16～29 36,516 Ｈ30～33 4,600 4,600

4
玉葱べと病対策借入資金利
子補給金

融資平均残高の
0.1%以内

Ｈ28～29 176 Ｈ30～33 351 351

の支出予定額 特　定　財　源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額
前年度までの 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳
支出見込額　
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　　　　　　（単位：千円）

6,816,734 6,316,453 280,000 737,763 5,858,690

(1) 総　　務　　債 0 0 0 0 0

(2) 衛　　生　　債 2,058,219 1,862,910 0 199,619 1,663,291

(3) 農 林 水 産 債 1,518,823 1,332,364 0 170,408 1,161,956

(4) 土　　木　　債 89,380 68,105 0 14,050 54,055

(5) 住　　宅　　債 0 0 0 0 0

(6) 教　　育　　債 497,921 411,957 0 69,280 342,677

(7) 消    防    債 0 0 0 0 0

(8) 過　　疎　　債 2,652,391 2,641,117 280,000 284,406 2,636,711

5,409,605 5,340,550 340,000 461,531 5,219,019

90,015 69,882 0 20,388 49,494

8,869 0 0 0 0

1,078,039 2,011,789 1,164,000 253,325 2,922,464

13,403,262 13,738,674 1,784,000 1,473,007 14,049,667

7,993,657 8,398,124 1,444,000 1,011,476 8,830,648

　４．　臨 時 税 収 補 塡 債

　５．　合 併 特 例 債

合　　　計

２．臨時財政対策債を除いた合計（再掲）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額

　１．　普　　　通　　　債

　２．　臨 時 財 政 対 策 債

　３．　減 税 補 塡 債

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当該年度末現在高
見 込 額
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